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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 １． 

 
東日本大震災によるＭＲ装置被災調査の実施報告 

 
研究分担者  中井 敏晴 

 独立行政法人国立長寿医療研究センター 神経情報画像開発研究室長 

     

研究要旨 

 東日本大震災により MR 装置に発生した被害事象を明らかにし震災時の緊急

対処や防災対策に活かすための調査研究を行なった。岩手、宮城、福島、茨城、

千葉、東京、埼玉の 7都県で MR 装置を保有する 983 施設を対象として、MR 装

置に発生した破損の種別、患者救出の状況、再稼働における問題点などについ

て調べる無記名調査を実施し 458 件の回答を得た。19％の MR 装置に何らかの

被害事象が見られ、震度5以下と6以上で発生率に有意の差があった（χ2 test, 

p<0.001）。マグネットの移動（12.4%）、チラーや空調の故障（9.6%）、急激な

ヘリウムの減少（8.4％）、マグネット装備品の破損（7.6%）などが代表的な被

害事象である。クエンチは 19 件確認され、即時クエンチは 5 件であった。津

波による浸水被害は 12 件で、うち 11 件で MR 装置は廃棄処分となっている。

今後は特に患者の救出手順を検討してゆく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大

震災（東北地方太平洋沖地震、気象庁発表デ

ータ：平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分発生、

モーメントマグニチュード 9.0、最大震度 7）

では多数の医療機関も被災し、設置されてい

る医療機器に大きな被害が発生した。震災に

より多くの人命が危機に瀕し震災発生直後か

ら医療機関には多くの重症患者が集中するた

め、種々の医療機器の使用ニーズは一気に増

えるしかし、そのような状況では医療機器が

外見上明らかに破損していなくても想定外の

故障が発生していたり、すぐには異常が明ら

かにならなかったりする可能性は念頭に置い

ておかなければならない。東日本大震災によ

り医療機関に発生した被害については、平成

２３年に筧・山中らによる大規模調査 1) が既

に行われており、画像診断機器は医療機関内

でも被害が目立つことが指摘されている。ま

た、宮城県放射線技師会の調査によれば、MR 

装置は画像診断機器の中でも１件あたりの被

害額が大きい傾向にあることが報告されてい

る 2) 。医療機器の中でも MR 装置をはじめと

する画像診断装置は医療機関に搬送された重

症患者の治療方針の決定に不可欠であり、早

期の再稼働と検査再開が望まれる。中野らに



 34 

よる調査では MR 装置は「後から診療上の必要

性が高いと判明」した装置（必要性が高いに

も関わらず優先的に使用出来なかった）とし

てＸ線撮影装置や CT と並んで必要性が報告

されている 3) 。従って、震災により可能な限

り影響を受けない様に普段から防災対策を講

じるとともに、本震が収まった後でも MR 装置

を安全に再稼働させるための慎重な点検が緊

急に必要になる。さらには、余震等に注意し

ながら MR 装置を安全に使用する体制を早急

に確立しなければならない。そのような有事

の対処法を含めた総合的な防災対策を策定す

るためには、東日本大震災で MR 装置に発生し

た被害の実情、現場で試みられた対策や、そ

こから出て来た課題を調査し分析する必要が

ある。画像診断装置の中でもシステムの総重

量が大きく、高磁場、低温冷媒、高電圧とい

う取り扱いに注意を要する物理量を有するMR

装置が今回の震災により受けた影響を明らか

にするために本調査を実施した。 

 大震災直後に必ず生じる大きな問題は停電

をはじめとするインフラ障害である。医療機

関に普及しているMR装置の多くは超伝導シス

テムであるため冷却システムが不可欠であり

運転時に使用する電力も大きいため、他のX 

線機器と比較してより電源、給水、空調等の

インフラへの依存度が高い。今回のような大

震災においては本震による破壊的な被害を免

れたとしても停電による影響は不可避と考え

るべきで、特に冷却系の機能停止によるクエ

ンチのリスクが懸念される。また、永久磁石

型のMR装置でも数日にわたる停電によりマグ

ネットの保温機構が停止すると、再稼働させ

てから静磁場が安定し装置が使用可能になる

まで一定の時間を要する。土木学会の調査に

よれば、阪神・淡路大震災では発災後１週間

でほぼ100％の復電率であったのに対し、東日

本大震災では発災後１週間で95％程度の復電

率に達した後はなかなか回復が進まず１月後

でも98％であった。水道の復旧は電気より遅

く、東日本大震災では一週間後で50％程度、

１月後で80％程度である4) 。医療機関の施設

被害を調査した報告（サンプル数545）でも、

ほぼ同様の結果が報告されている1) 。需要電

力の全体を補える自家発電装置を持っている

医療機関は現状で25％と報告されており3) 、

多くの施設では電力を要するMR装置の運転再

開は自家発電のみでは困難と推定される。一

方、大震災により通信インフラにも障害が発

生するだけでなく非常時の通信規制を受ける

ため、発災後10日間は著しい通信障害が生じ

ており、通信インフラが回復するまで１月以

上を要している4) 。その結果、MR装置メーカ

ーへの問い合わせが困難になる、リモートメ

ンテナンスも受けられない等の状況が発生す

るためMR 検査現場での危機管理が必要とな

る。東日本大震災をきっかけとして発生した

電力不足による計画停電は、震災による直接

被害が大きくなかった地域にも深刻な影響を

及ぼした。特に医療施設が準備していた防災

マニュアルで計画停電が想定されていなかっ

たために、防災マニュアルそのものが機能し

なかった例が少なくないと報告されている3) 。

超伝導型MR装置の冷却システム維持は不可欠

であり計画停電への対応は重要な課題である。

さらには、MR装置は常時強力な静磁場を発生
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しており検査室への立ち入りが普段から厳重

に管理されているが、震災等の非常時におい

てはそのような平時の安全管理体制が機能し

なくなる可能性がある。MR装置の厳重な安全

管理は装置を扱う者や検査室に出入りする者

が特定されることにより成り立っているので、

震災時においては応援の医療スタッフや外部

から訪れたさまざまな関係者が施設に出入り

する点には注意すべきで、そのような状況下

での不測の事態（二次災害）の発生リスクを

下げるための手順を施設の防災マニュアルに

盛り込むべきであろう。 

 本調査では、MR装置に発生した被害を定量

的に評価するだけでなく、発災時に安全確保

のために取るべき行動や遭遇した問題点を抽

出し、震災後におけるMR装置の再稼働の判断

に関わる事項についての分析を行なうために

実施した。本実施報告は今回の大規模調査の

内容とその集計結果の概要を可能な限り速く

報告することが目的であり、集計結果から直

接読み取れる傾向と関連する事項を総説的に

記述する。 

 
Ｂ．研究方法 

調査対象施設 

今回の東日本大震災により特に大きな被害を

受けた岩手（85施設）、宮城（105施設）、福島

（74施設）、茨城（124施設）、千葉（214施設）

の5 県に加え、対照比較群として、MR装置の

設置台数が多くかつ震災の影響が強かった東

京（231施設）、埼玉（151施設）の2都県も対

象とし、合計984施設に調査票を発送した。各

県ごとに地元で組織されているMR技術研究会

等の組織（協力組織）の協力を得て調査員を

配置し、東北厚生局、関東甲信越厚生局で保

健医療機関として登録されている施設から、

協力組織が把握している施設、商業誌で公表

されているMR装置の設置状況等の情報を元に

MR装置を保有する施設を確認の上、調査票の

送付対象を確認した。今回は、施設単位の調

査であり、同一施設からの重複回答は含まれ

ない。 

調査票 

使用した調査票は資料として添付した．調査

票は14 項目から構成される（資料１）． 

(1) 施設の基本情報： 1-1 施設規模［1. 入

院設備無し 2. 100 床以下 3. 101〜300床 4. 

301〜500 床 5.501 床以上］； 1-2 法人とし

ての施設の種類［1. クリニック 2. 民間病院 

3. 国公立病院 4. 私立大学病院 5. 国立大

学病院 6.大学病院以外の大学施設・研究機関 

7. その他］； 1-3. MRI 装置の設置台数［1. 1

台 2. 2台 3. 3台 4. 4台 5. 5 台以上］； 1-4. 

磁場強度［1. 0.5T 以下 2. 1T 3. 1.5T 4. 3T 

5. 4T 以上］； 1-5. 磁場システム［1. 永久

磁石 2. 常伝導磁石 3. 超伝導磁石］； 1-6 

建屋の構造［1. 耐震構造 2. 免震構造 3.制

振構造 4. その他］； 1-7 建屋の築年月日

（1981 年以前かどうか）； 1-8複数の建屋に

MR装置が設置されている場合の状況説明（自

由記述） 

(2) 被害状況： 2-1 MR装置 2-1-1 磁場強

度・磁場システム ［1. 0.5T 以下 2.1.0T 3. 

1.5T 4. 3T 5. 4T 以上］ 2-1-2 装置本体の

据え付け方法 ［1. アンカー固定あり-アンカ
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ー破損なし 2. アンカー固定あり-アンカー

破損あり 3.アンカー固定なし 4. その他］; 

2-1-3 被害の程度 ［1. 影響なし 2. 軽微 3. 

半損（軽） 4 半損（重） 5 全損］（MR装置被

害の分類は資料参照）;2-2 MR 室 2-2-1 被害

の程度［1. 影響なし 2. 一部損壊 3. 半壊 4. 

全壊］（MR 室の部分だけでの評価、建物被害

の分類は資料を参照）; 2-3 設置建屋 2-3-1 

建物の構造［1. 耐震構造 2. 制振構造 3. 免

震構造 4. その他］ 2-3-2 被害の程度［1. 影

響なし 2. 一部損壊 3. 半壊 4. 全壊］; 2-4

建屋、MR 室の破損状況に関して特記事項（自

由記述）; 2-5 MR装置の破損状況について個

別の事象の有無（発生件数によらない） 2-5-1 

マグネットの架台破損［有 無］（以下同様） 

2-5-2 マグネットの移動 2-5-3 磁性体の吸

着 2-5-4 架台以外のマグネット装備品の損

壊 2-5-5 チラー（冷却系）や空調機の故障 

2-5-6 クエンチダクトの損傷 2-5-7 急激な

ヘリウムの減少 2-5-8 システムキャビネッ

ト等のアンカーの破損 2-5-9 撮影室の電

波・磁気シールドの破損、機能低下 2-5-10 屋

外機の設置状態の異常（地盤の変動） 2-5-11 

浸水による電気、電子システムの故障 2-5-12 

床下、ピット内、壁内の配線の切断、損傷 

2-5-13受信コイル等の整理棚からの落下によ

る破損; 2-6 2-5-3 で磁性体吸着が「有」の

場合は、具体的に何が吸着されたか、どこに

あった物品と思われるかを記載（自由記述）; 

2-7 その他、MR装置の破損状況について特記

すること（例：特に危険を感じた事象、上記

の選択肢には記載されていない事象等）があ

れば記入（自由記述） 

(3) 被害原因 今回の被害の主な原因は何か

［1. 強い揺れ、 2 .津波、 3. 揺れと津波の

両方、 4. インフラの復旧遅延（停電・断水）］ 

(4) 復旧の状況 4-1 復旧作業は病院（施設）

スタッフかMR装置メーカーのいずれが中心で

あったか［1. 病院（施設）スタッフによる点

検のみで再稼働させた 2.MR装置メーカーに

よる点検のみで再稼働させた 3. 両者が関与

したがMR装置メーカー主導で再稼働させた 4. 

両者が関与したが病院（施設）スタッフ主導

で再稼働させた 5. 特に復旧作業あるいは点

検は行わずそのままMR装置を使用した 6. 復

旧が不可能であった］; 4-2 復旧の際に判断

に迷ったり特に困ったりした事項（自由記

述）; 4-3 復旧作業の状況について［1. MR

装置メーカーによる点検作業を待てないので、

病院（施設）スタッフによる点検で再稼働さ

せた 2. 震災後にMR装置メーカーのコールセ

ンター等が不通になり支障が大きかった 3. 

装置の復旧費用を誰が負担するかが問題にな

った（なっている）、4. 装置の費用負担の問

題が原因で復旧が進まなかった（進んでいな

い） 5. 建物被害が著しいため普及が進まな

かった（進んでいない） 6. 費用や建物被害

以外の原因で復旧が進まなかった（具体的原

因を自由記述）］; 4-4 復旧の障害となった事

項について（自由記述）; 4-5 具体的な復旧

状況（自由記述） 

(5) 復旧の時期，震災時の状況（MR装置ごと

に回答） 5-1 メーカーによる復旧作業（修理）

開始までの期間（発災から）［1. 当日 2. 翌

日 3. 三日以内 4. 一週間以内 5. 二週間以

内 6. 二週間以上］； 5-2 機器が使用可能と
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なるまでの復旧期間（発災から）［1. 当日 2. 

翌日 3. 三日以内 4. 一週間以内 5.二週間

以内 6. 二週間以上］ 5-3 検査を再開するま

での期間（発災から）［1.当日 2. 翌日 3. 三

日以内 4. 一週間以内 5. 二週間以内 6. 二

週間以上］ 5-4 震災時の状況［1. スキャン

中 2. 検査中 3. 始業前・終業後 4.実験中 5. 

点検中 6. 非稼動状態］ 

(6) 検査中の場合，患者の被害状況（MR 検査

に関係ある事項のみ） 6-1 震災時発生時にMR

装置と関連して患者に被害が発生したか［有、

無］； 6-2 具体的な被害状況（自由記述） 

(7) 検査担当者の被害状況 （MR 検査に関係

ある事項のみ） 7-1 震災時発生時にMR装置と

関連して検査担当者に被害が発生したか［有、

無］； 7-2 具体的な被害状況（自由記述） 

(8) 発災直後に取った措置 8-1 患者の安全

確保（自由記述）、8-2 MR装置の安全確保（自

由記述） 

(9) 復旧費用 （MR装置に関連する費用のみ）

［1. 保守契約内で無償 2. 100 万円未満 3. 

100 万円以上500 万円未満 4. 500 万円以上

1000 万円未満 5.1000 万円以上 6. 現時点

で不明］ 

(10) 磁場停止措置 10-1 震災直後にクエン

チボタン（消磁ボタン）を押したか［1.押し

た 2. 押さなかった］； 10-2 押した場合は、

その理由（自由記述） 

(11) クエンチの発生 11-1 今回の震災時や

それ以降にクエンチが起きたか（クエンチの

分類は資料を参照）［1. 即時クエンチ 2. 遅

延クエンチ 3. 原因不明のクエンチ 4. 無］； 

11-2 クエンチ発生の場合、のべ何回のクエン

チが発生したか（回数を回答）； 11-3 上記①

で該当の場合、クエンチが起きた装置に磁性

体の吸着はありましたか［有 無］； 11-4 上

記③で「有」の場合、吸着された具体的な物

品や状況を教えてください； 11-5 今回の震

災以前にクエンチの発生はあったか ［有（回

数を回答） 無］； 11-6 11-5 で該当（有）の

場合の分類（複数回答可）［1. 設置時に発生 2. 

通常の運転時に発生 3. 施設のトラブルに関

連して発生（1. メンテ作業時に発生 2. 天変

地異に関連して発生 3.原因不明）； 11-7 ク

エンチに関して特記すべき事項があれば記載

してください（クエンチの原因と考えられる

事象、クエンチに関する疑問点など） 

(12) 災害時のMR 検査の安全確保に関する指

針 12-1 2011 年3 月15 日に日本磁気共鳴医

学会が出した「災害時のＭＲ検査の安全に関

する緊急提言」を読んだか ［1.公表後1 週間

以内に読んだ 2. 1 週間後以降に読んだ 3. 

１ヶ月後以降に読んだ 4. その緊急提言は知

らなかった］； 12-2 「緊急提言」は役に立っ

たか［1.大変役に立った 2. 一部分が役に立

った 3. 役に立たなかった］； 12-3 「役に立

った」と回答の方へ、具体的にどの部分が役

だちましたか（自由記述）； 12-4「緊急提言」

を知った機会 ［1. 日本磁気共鳴医学会のホ

ームページ 2. その他のインターネット情報

3. 職場での伝達 4. 行政機関からの通知 5. 

MRメーカーからの案内 6. 学会や技師会等か

らの連絡 7. 知人を通して 8.その他］； 12-5 

今後このような指針に追加すべき事項（自由

記述） 

(13) 今後の震災への対応策 （自由記述） 
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(14) 聞き取り調査への対応 ［はい いいえ］ 

調査票の回収方法と集計 

 調査票の送付と回収は国立長寿医療研究セ

ンターを最終的な発着点とした郵送調査によ

り行い、対象者が調査票を受け取ってから約2 

か月後となる2012年8月31日（火）を投函期限

とし返送するよう調査票用紙に添付した説明

文に記載して指示した。回答票には聞き取り

調査を受託する場合以外は回答者個人や施設

を特定できる情報は含まれない。 

 調査票の記入内容はエクセルを用いた集計

表に入力作業を行い、2名が独立に読み込みエ

ラーの確認を行い修正し最終データとした。

集計票には調査票が回収された順に割り振ら

れたID番号のみを付し、施設や回答者が判明

している調査票についても集計ではそれらの

情報を除いて作業を行った。集計表から算出

された合計等のデータについては、2名でチェ

ックを行った。装置について、常電導磁石と

いう回答については、マーケティング状況を

鑑みるにほぼ全て永久磁石型MR装置と考えら

れたため、永久磁石に集約した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は個人情報や人・動物等の生命体を調

査対象とする研究ではなく、また、何等かの

介入を行うことも無い匿名調査である。また、

人の疾病の成因及び病態の解明並びに予防及

び治療の方法の確立を目的とする研究にも相

当しない。しかし、調査票に調査の主旨説明

と同意確認を行うための文書を添付し、回答

票の返信を持って同意とする事を明記し、そ

れを確認した。 

 

Ｃ．研究結果 

回収率 

 984通の調査票投函は2012年6月15日から7 

月4日の間に実施された。一斉に投函できなか

ったのは発送作業上の制約による。調査票に

提示した回収期限は8月31日であったが10月

31日まで回収を続けた結果、当初配布した984

通のうち456通が回収された（単純回収率

46.1%）。震災後にMR装置が導入されていたこ

とが判明した施設から得られた回答が4件あ

ったため、調査対象としての母集団から外し

た。また、調査期間中にMR装置を震災当時に

導入していたことが新たに判明した施設が3 

施設あったため、追加して調査票3通を送付し、

最終的には調査対象を983施設、回収数を458

件と修正した（最終回答率46.6%） 

施設の基本情報 

 施設情報を表1-1〜1-7に回答を寄せた施設

の基本情報を、表1-8にその所在地となる当該

地域の震度を示す。施設規模としては101〜

300 床規模の病院が最も多かったが（29.9%）、

全体的に極端な偏りは無いものと考えられる

（表1-1）。法人としての施設の種類は民間病

院（39.1%）が最も多く、ついでクリニック（診

療所）、国公立病院であった（表1-2）。MRI 装

置の設置台数は1 台が（79.5%）（表1-3）、磁

場強度は1.5T が（61.6%）最も多く、つい0.5T 

以下（23.9％）（表1-4）、磁場システムは超伝

導が78.4%であった（表1-5）。建屋構造は耐震

構造が68.0%、免震構造が7.8%、「その他」の

回答が15.4%であり、建屋の築年月日は1981 
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年（建築基準法の改定年）以前のものは14.0%

であった（表1-7）。震度分布は震度5 以上が

90.8%を占めており、震度3〜4 が5.3%で震度2 

以下の回答は無かった（表1-8）。 

 

 

表 1-1 施設規模（施設単位） 

 度数 割合（％） 

入院設備なし 95   20.7   

100 床以下 88   19.2   

101～300 床 137   29.9   

301～500 床 82   17.9   

501 床以上 55   12.0   

無回答 1   0.2   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の病床数規模。割

合（%）は回収された調査票の総

数に対するそれぞれの病床規模

分類の比率を示す（施設単位）。 

 

 

表 1-2 施設の種類（施設単位） 

種類 度数 割合（％） 

クリニック（診療所） 106   23.1   

民間病院 179   39.1   

国公立病院（独立行政法人を含む） 101   22.1   

私立大学病院 26   5.7   

国公立大学病院 8   1.7   

大学病院以外の大学施設・研究機関 8   1.7   

その他 27   5.9   

無回答 3   0.7   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の種別分類。割

合（%）は総回答数に対するそれ

ぞれの施設分類の比率を示す

（施設単位）。 
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表 1-3  MRI 装置の設置台数（施設単位） 

 度数 割合（％） 

１台 364   79.5   

２台 63   13.8   

３台 16   3.5   

４台 11   2.4   

５台以上 4   0.9   

無回答 0   0.0   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設が保有する MR 装置の台数。割合（%）

は総回答数に対するそれぞれの台数分類の比率を

示す（施設単位）。 

表 1-4 MR 装置の静磁場強度（装置単位） 

磁場強度 度数 割合（％） 

0.5T 以下 144   23.9   

1T 31   5.1   

1.5T 371   61.6   

3T 54   9.0   

4T 以上 2   0.3   

無回答 0   0.0   

合計 602   100.0   
 

回答を得た施設が保有するMR装置の静磁場強度の

内訳。超伝導型装置と永久磁石型装置の両方を含

む。割合（%）は総装置数に対するそれぞれの静磁

場強度分類の比率を示す（装置単位）。 

表 1-5 MR 装置の磁場システム（装置単位） 

 度数 割合（％） 

永久磁石 129   21.4   

超伝導磁石 472   78.4   

無回答 1   0.2   

合計 602   100.0   
 

回答を得た施設が保有する MR 装置の静磁場を発生

させているシステムの内訳。割合（%）は総装置数に

対するそれぞれの静磁場強度分離の比率を示す（装

置単位）。永久磁石型装置を常伝導型と誤認している

例については永久磁石型に分類した。 

表 1-6 建屋の構造（施設単位、重複あり） 

 度数 割合（％） 

耐震構造 313   68.0   

免震構造 36*  7.8   

制振構造 2   0.4   

その他 71*  15.4   

無回答 38   8.3   

合計 460   100.0   
 

回答を得た施設がMR装置を設置している建屋構造

の分類。＊は重複回答（各 1）。割合（%）は重複回

答を含むそれぞれの回答の全回答に対する比率を

示す。 
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表 1-7 建屋の建築年（施設単位） 

 度数 割合（％） 

1981 年以前 22   4.8   

1982～1989 年 65   14.2   

1990～1999 年 131   28.6   

2000～2009 年 151   33.0   

2010 年以後 13   2.8   

不明：1981 年以前の建築 42   9.2   

不明：1981 年以後の建築 1   0.2   

無回答 33   7.2   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設がMR装置を設置して

いる建物の建築年の内訳（装置単

位）。割合（%）はそれぞれの建築年

代に設置された建屋が全回答に対し

て占める比率を示す。 

 

 

 

表 1-8 当該地域の震度（施設単位） 

 度数 割合（％） 

１ 0   0.0   

２ 0   0.0   

３ 3   0.7   

４ 21   4.6   

５弱 116   25.3   

５強 142   31.0   

６弱 94   20.5   

６強 60   13.1   

７ 4   0.9   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

回答を得た施設の所在地における震

度（気象庁分類）。割合（%）は総回

答数に対するそれぞれの震度分類の

比率を示す（施設単位）。 

 



 42 

被害状況 

 個々のMR装置の具体的被害状況を表2に示

す。MR装置の磁場強度（表2-1-1）は問1-④の

集計結果（表1-3）と完全に一致していないが、

静磁場強度が0.5T よりも大きく1.5Tよりも

小さいが1.0Tではない装置が問1-④では近似

的に回答され、問2-①-1では「その他」とし

て回答されたためである。磁場システムの分

類とMR装置の総台数は問1-⑤と問2-①-2 で

一致している。装置本体の据え付け方法とし

ては、 アンカー固定されている装置が65.8%

であり、全装置の3.2%（アンカー固定された

装置の4.8%）でアンカー破損が報告されてい

る（表2-1-3）。MR装置に発生した被害の全体

評価（表2-1-4）では、78.2%の回答が「影響

無し」とする一方で全損は13台（2.2%）で、

そのうち11台は津波による被害であった。MR 

室の被害の程度は91.7％で「影響無し」と回

答しており、半壊が3件、全壊が9件であった

（表2-2）。MR 室が設置されている建屋の構造

を問2-③-1 では装置ごとに確認している点

が問1-⑥の結果（表1-6）とは異なるがほぼ同

じ結果になっており、「その他」が16.9%とな

っている（表2-3-1）。建物全体被害の程度（表

2-3-2）は半壊が8件、全壊が6件であった。建

屋、MR 室の破損状況に関する特記事項（問2-

④）では51件の被害報告があり、具体的には

壁の亀裂（18件）、浸水被害（12件）、建屋の

損傷（7件）、地盤の沈下・液状化（5件）、装

置等の移動（5件）、シールドの破損（4件）、

床の異常（3件）、壁や天井の剥落（2件）、室

外機の破損（1件）、その他（4件）であった（重

複回答あり）。MR装置の破損状況については回

答を容易にするために発生件数によらず施設

として事象の有無のみを尋ねた（表2-⑤-1〜

2-⑤-13）。最も多かった被害はマグネットの

移動（12.4%）であり、次いでチラー（冷却系）

や空調機の故障（9.6%）、急激なヘリウムの減

少（8.4%）、架台以外のマグネット装備品の損

壊（7.6%）である。注目されるのはクエンチ

ダクトの損傷が4.5%の施設で認められた点で

ある。磁性体の吸着は1.5%であったが、津波

被害と関連して発生しており、ロッカー等の

什器類や外部から流れ込んだものなど、通常

の吸引事故では見られないものが吸着されて

いる点が注目された。また、津波被害の非該

当事例で磁性体の点滴台が吸引された通常型

の吸引事故の発生も報告されている。特に危

険を感じた事象、上記の選択肢には記載され

ていない事象などMR装置の破損状況について

の自由記述（問2-⑦）は34件あった。クエン

チの不安（8件）が最も多く、その背景は停電

（浸水被害を含む）による液体ヘリウム量の

低下である。関連して注目されるものとして、

ヘリウムの撮影室への漏出の不安（3件）があ

げられ、その根拠として排気管の破断が指摘

されている。実際に、酸素モニタの警報が鳴

った事例もあった。次いでMR装置の移動によ

る寝台の不具合（7件）に関するものが多く、

寝台がロックしてしまい引き出せなくなった

ために患者救出の障害になったとする報告が

あった。マグネットのエンクロージャの脱落

（3件）では、患者の救出活動中に発生し患者

や技師に衝突しそうになった事例もあった。

それ以外に注目される指摘は、操作室に設置

されていたシステムキャビネットが転倒しそ
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うになった、撮影室入口の建具の変型により

閉じ込められる恐怖、空調停止による機械室

の温度上昇が引き起こした装置の不調などで

あった。 

 

 

表 2-5-1 マグネットの架台破損（施設単位） 

 

 度数 割合(%) 

有 18   3.9   

無 422   92.1   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   

表2-5-1〜表2-5-13 回答を得た458 施設における

それぞれの被害事象の有無。事象発生有無のみを

問うており、発生件数や回数に基づいた実数では

ない。表2-5-5〜表2-5-7 と表2-5-10 は超伝導型

装置を保有する施設（332 施設）のみを抽出した

集計に基づく。割合（%）は全回答数に対するそれ

ぞれの回答内容の比率である（施設単位）。 

 

 

 

表 2-5-2 マグネットの移動（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 57   12.4   

無 383   83.6   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-3 磁性体の吸着（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 7   1.5   

無 432   94.3   

無回答 19   4.1   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-4 架台以外のマグネットの装備品の 

破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 35   7.6   

無 407   88.9   

無回答 16   3.5   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-5 チラー（冷却系）や空調機の故障 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 32   9.6   

無 291   87.7   

無回答 9   2.7   

合計 332   100.0   
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表 2-5-6 クエンチダクトの損傷 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 15   4.5   

無 309   93.1   

無回答 8   2.4   

合計 332   100.0   
 

 

表 2-5-7 急激なヘリウムの減少 

（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 28   8.4   

無 293   88.3   

無回答 11   3.3   

合計 332   100.0   
 

  

表 2-5-8 システムキャビネット等の 

アンカー破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 20   4.4   

無 416   90.8   

無回答 22   4.8   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-9 撮影室の電波・磁気シールドの 

破損、機能低下（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 28   6.1   

無 410   89.5   

無回答 20   4.4   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-10 屋外機の設置状態の異常 

（地盤の変動）（施設単位、超伝導型装置のみ） 

 度数 割合(%) 

有 17   5.1   

無 308   92.8   

無回答 7   2.1   

合計 332   100.0   
 

 

表 2-5-11 浸水による電気、電子システムの 

故障（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 13   2.8   

無 426   93.0   

無回答 19   4.1   

合計 458   100.0   
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被害原因 

問3では今回の被害の主な原因について尋ね

た（表3）。強い揺れが50.3%であったが、イン

フラの復旧遅延（停電・断水）を主な原因と

した施設が20.7%を占め、MR装置が受ける被害

はインフラの障害にも大きく依存することを

裏付けている。なお、津波を主因とした回答

は5件（1.0%）で津波と強い揺れの双方を原因

とした回答7件（1.4%）と合わせて12件が津波

による浸水被害を受けた施設であることが確

認できた。 

 

表 3 被害原因（施設単位、重複あり） 

 度数 割合(%) 

強い揺れ 243   50.3  

津波 5   1.0  

揺れと津波の両方 7   1.4  

インフラの復旧遅延（停電・断水） 100 (75)  20.7  

無回答 128   26.5  

合計 483（458） 100.0  
 

MR装置に見られる被害原因の内

訳。インフラの復旧遅延について

は、他の選択肢と重複回答があり、

括弧内は重複回答を除いた数字。

割合（%）は重複を含んだ総度数に

対するそれぞれの回答数の比率を

示す（施設単位、重複あり）。 

 

 

復旧の状況 

問4では復旧体制の実情を調べた。震災後の復

旧作業の担い手が病院のスタッフかメーカー

のサービスのいずれであったかを尋ねた（問

4-①）。39.5%の施設（39.7%のMR装置）におい

て病院（施設）スタッフのみによる点検で再

表 2-5-12 床下、ピット内、壁内の配線の 

切断、損傷（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 14   3.1   

無 426   93.0   

無回答 18   3.9   

合計 458   100.0   
 

 

表 2-5-13 受信コイル等の整理棚からの 

落下による破損（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 17   3.7   

無 424   92.6   

無回答 17   3.7   

合計 458   100.0   
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稼働させており、メーカーも関与したが病院

（施設）スタッフ主導で再稼働させたとする

回答も合わせると51.3%の施設（51.3%のMR装

置）においてスタッフ主導で復帰されている

（表4-1）。一方で、特に復旧作業あるいは点

検は行わずそのままMR装置を使用したとする

施設が5.6%（4.5%のMR装置）あった。 

 MR装置の復旧過程で判断に迷った事項（問

4-②、自由記述）としては69件の回答があり、

問4-④で尋ねている復旧の障害になった事項

についての記載も含まれた。最も多かった回

答は震災時におけるMR装置の再稼働時の注意

事項が不明（16件）という指摘であった。通

信障害（MR装置メーカーへの連絡不通）が12

件、MR装置メーカー担当者の来訪不能10件指

摘されており、原発事故の影響により警戒区

域外であっても訪問拒否となった事例が3件

あった。インフラ障害による復旧の遅れは11

件の指摘があったが、具体的な内容として非

常電源の容量不足や非常電源への未接続、断

水、計画停電などがあげられる。クエンチの

リスクに関する状況判断の難しさや不安（9

件）も注目され、メーカーに連絡がついても

被災地の状況をどれだけ理解して回答してい

るのか不安であるとする指摘もあった。MR装

置の故障による検査再開不能が障害であった

とする回答は5件であったが、判明しているだ

けで装置の全損は13件ある（表2-1-4）。 

 問4-③では復旧作業において課題となった

事項について尋ねたが（表4-2）、MR装置メー

カーによる点検作業を待てないので、病院（施

設）スタッフによる点検で再稼働させたとす

る施設が43.9% （総回答数に対する割合）に

達しており問4-①の結果と一致している。震

災後にMR装置メーカーのコールセンター等が

不通になり支障が大きかったとする回答が

14.8%であった。装置の復旧費用を指摘する回

答が1.7%（項目3と4）、建物被害の影響は2.2%

であったが、3.1%の施設が費用や建物被害以

外の原因を指摘している。 

 復旧の障害原因について（問4-④、自由記

述）では68件の回答があり、インフラの回復

の遅れによる影響を指摘するものが多かった

（35件）。インフラ障害の具体的内容としては、

停電や電力の問題が25件、道路の通行障害が6

件、通信障害が6件、断水が2件であった。原

発事故の影響を指摘する回答は6件あった。MR

装置メーカーの対応不足については13件の指

摘があったが、大震災という状況なので対応

に限度があるのは止むを得ないという捉え方

をしたものは8件であった。物資の供給不足で

は、液体ヘリウムの供給不足が３件、ガソリ

ン不足（2件）や自家発電用の重油不足、MR

装置や撮影室の修理用部材の入手困難などが

報告された。修理費用や全損した装置の廃棄

が負担として大きいとの指摘もあった。 

 具体的な復旧状況（問4-⑤、自由記述）で

は142件の回答があり、自主点検で復帰させた

とする記述が67件（メーカーに連絡を取りな

がら指示を仰いだ場合も含む）で、メーカー

の点検後に使用再開したとする記述が18件で

あった。メーカーによる修理後の復帰は24件

である。修理作業の内容としては、移動した

マグネットの位置修正（12件、うち10件が消

磁作業を伴ったことを報告）と寝台の可動性

不良の修理（10件）、シールド再建工事（2件）



 47 

が主な内容であった。MR装置の全損により廃

棄になったとする記述が9件で、関連する状況

報告のみで以上のような復帰過程の分類がで

きないものが27件、建物の問題や原発問題に

よる計画未定が2件であった。なお、永久磁石

型の装置については、停電のために保温装置

が停止したために、システムを復帰させても

実際に撮影できるまでに時間がかかったとす

る回答が7件あった。

 

 

 

 

 

 表 4-1 復旧作業の担い手（施設単位、装置単位） 

 施設単位  装置単位 

 度数 
施設数 

割合(%)  度数 
合計台数 

割合(%) 

病院（施設）スタッフによる点検
のみで再稼働させた  

185     39.5   
 

239     39.7   

MR 装置 メーカーによる点検のみ
で再稼働させた 

32     6.8   
 

37     6.1   

両者が関与したが、MR 装置 メー
カー主導で再稼働させた  

84     17.9   
 

94     15.6   

両者が関与したが、病院（施設）
スタッフ主導で再稼働させた  

55     11.8   
 

70     11.6   

特に復旧作業、あるいは点検は行
わずそのまま MR 装置 を使用した 

26     5.6   
 

27     4.5   

復旧が不可能であった  20     4.3    13     2.2   

無回答 66     14.1    122     20.3   

合計 468     100.0    602     100.0   
 

震災後に MR 装置再稼働の担い手が病院（施設）側であったか、メーカー側であったかに関するユ

ーザーの認識。割合（%）は総回答数（n=458）に対する各回答数の比率を示す。装置台数を考慮に

入れない場合（施設単位）と入れた場合（装置単位）では、傾向に大きな違いは無い。 
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 表 4-2 復旧作業で支障となった個別要因（施設単位） 

 度数 割合(%)* 

MR 装置メーカーによる点検作業を待てないので、
病院（施設）スタッフによる点検で再稼働させた 

201 43.9 

震災後にMR装置メーカーのコールセンター等が不
通になり支障が大きかった 

68 14.8 

装置の復旧費用を誰が負担するかが問題になった
（なっている） 

6 1.3 

装置の費用負担の問題が原因で復旧が進まなかっ
た（進んでいない） 

2 0.4 

建物被害が著しいため普及が進まなかった（進ん
でいない） 

10 2.2 

費用や建物被害以外の原因で復旧が進まなかった 14 3.1 
 

震災後のMR装置再稼働に向けた復旧作業で支障となった理由として各項目が該当す

るかどうか施設単位の回答を求めた（重複回答あり）。割合＊は総回答数（n=458）

に対する個々の回答数の比率を示す。 
 

 

 

復旧の時期，震災時の状況 

 問5では発災からメーカーによる復旧作業

（修理）開始、機器が使用可能となるまで、

検査を再開するまでのそれぞれの期間を調べ

た（表5-1〜5-3）。一週間で7割以上の施設が

検査を再開しているが、発災後3日以内に着目

すると実数でも比率でも検査を再開している

施設がメーカーによる復旧作業開始となった

施設数を上回っている。メーカーの作業を待

たずに施設側でMR装置の状況判断や検査再開

の判断を行なわざるを得ないという震災時に

特有の事情が反映されており、問4-③の結果

と一致する。 

 震災時のMR装置の状況は「スキャン中」が

46.3%、「検査中」（患者等は撮影室内にいたが

ガントリー内にはいなかった状態）が13.2%

であり（表5-4）、午後2時46分という時刻にお

いて6割のMR装置で検査担当者が患者の救出

や誘導が必要な状態に遭遇していたことが分

かった。
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表 5-1 発災からメーカーによる復旧作業 

（修理）開始までの期間（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 88   14.7   

翌日 34   5.7   

三日以内 53   8.8   

一週間以内 91   15.2   

二週間以内 64   10.7   

二週間以上 35   5.8   

その他 17   2.8   

無回答 218   36.3   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された発災からメーカ

ーによる復旧作業（修理）開始までの

期間。3日以内の開始は全体の29.2%で

ある。割合（%）は回答のあった装置

数の合計に対する比率である（装置単

位）。この合（n=600）は回答票2に記

入のあった度数の合計であるが、回答

票1との合計数の違いは回答票1と回

答票2は独立であり、回答票2では一部

に未記入があったために生じた。 

 

 

 

表 5-2 発災から MR 装置が使用可能となるま

での復旧期間（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 220    36.7   

翌日 59    9.8   

三日以内 71    11.8   

一週間以内 74    12.3   

二週間以内 35    5.8   

二週間以上 36    6.0   

その他 2    0.3   

無回答 103    12.2   

合計＊ 600    100.0   
 

回答票2 に記入された装置ごとの発

災から装置が使用可能になるまでの

期間（装置単位）。発災から3日以内に

58.3%のMR装置で使用可能と判断され

ている。割合（%）は回答のあった総

装置数の合計に対する比率である。合

計と無回答の扱いは表5-1と同じ。 
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表 5-3 発災から検査再開までの期間 

（装置単位） 

 度数 割合(%) 

当日 177   29.5   

翌日 68   11.3   

三日以内 73   12.2   

一週間以内 82   13.7   

二週間以内 44   7.3   

二週間以上 52   8.7   

その他 5   0.8   

無回答 99   16.5   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された装置ごとの発災

から検査再開までの期間。発災から3 

日以内に53.0%のMR装置で検査が再開

されている。割合（%）は回答のあっ

た総装置数の合計に対する比率であ

る。合計と無回答の扱いは表5-1 と同

じ。 

 

 

 

表 5-4 震災時の装置使用状況（装置単位） 

 度数 割合(%) 

スキャン中 278   46.3   

検査中 79   13.2   

始業前・終業後 78   13.0   

実験中 2   0.3   

点検中 5   0.8   

非稼動状態 81   13.5   

その他 4   0.7   

無回答 73   12.2   

合計＊ 600   100.0   
 

回答票2に記入された装置ごとの発災

時における装置の使用状況。46.3%の

MR装置でスキャン中であり、59.5％の

装置で患者が撮影室内にいた。割合

（%）は回答のあった総装置数の合計

に対する比率である。合計と無回答の

扱いは表5-1と同じ。装置の使用状況

の定義は資料を参照のこと。 

 

検査中の場合，患者の被害状況 

問6：震災時発生時にMR装置と関連して患者に

被害が発生したとする報告は9件（2%）で、身

体的な被害としては手の受傷（寝台で手を挟

んだ）、地震による震動のためガントリー内で

軽度の打撲があった、の2件が報告された。精
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神的な面では、患者に強度のストレスが発生

したとする回答が2件あった。それ以外には、

検査不能による医療上の損失が2件指摘され

ている。 

検査担当者の被害状況 

問7では震災時発生時にMR装置と関連して検

査担当者に被害が発生した被害について尋ね

た。被害の報告は1件（0.2%）あったが（表7）、

具体的な被害内容は報告されていない。 

 

表 6 震災時発生時に MR 装置と関連して 

患者に被害が発生したか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 9   2.0   

無 394   86.0   

無回答 55   12.0   

合計 458   100.0   
 

震災発生時における患者の受傷の有無。割合（%）

は回収された調査票の総数に対する比率を示す

（施設単位）。 
 

 

表 7 震災時発生時に MR 装置と関連して 

検査担当者に被害が発生したか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

有 1   0.2   

無 419   91.5   

無回答 39   8.3   

合計 458   100.0   
 

震災発生時における検査担当者の受傷の有無。割

合（%）は回収された調査票の総数に対する比率を

示す（施設単位）。 

発災直後に取った措置 

 問8では発災直後にとった措置を自由記

述で回答させ300件の回答を得た（表8-1）。

患者の救出・避難誘導は、地震の第一波に

よる揺れが始まった直後に開始した場合と、

揺れが収まってから開始した場合に大きく

分けられる。自由記述の回答を地震の第一

撃が発生した時点を起点として、行動開始

のタイミング、MR装置までのアプローチの

状況、寝台の操作、患者の誘導、地震が収

まるまでの待機場所の5段階に分けて定性

的に分類した（表8-2）。この5段階全てが読

み取れない回答も少なくないため、本実施

報告においては定性的な分類のみに留める。

MR装置の安全確保のための処置ではMR装置

のシャットダウン、停電した装置のブレー

カーの遮断、MR装置の緊急点検、コイル等

の落下による破損を防ぐ措置（揺れの最中

に棚を押さえる、コイルを床の上に移動さ

せるなど）、MR室（撮影室）への立入禁止措

置、等が主な回答であった。立入禁止措置

は、具体的には掲示や施錠が行われている

が、撮影室のドアについては開放したとす

る回答と、施錠したとする回答の両方があ

り、対応が分かれている。津波の到来が予

測された場合は迅速な避難が最優先であり

MR装置に対する処置は行われていないが、

それ以外でもMR装置への処置は行っていな

い（何もできなかった）とする回答があっ

た。なお、患者がMR室にいる状態で津波に

よる浸水に至ったとする報告は無かったが、

津波警報が伝わらなかったため浸水が始ま
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った時に職員がMR 検査室に残留していた 事例が1件報告されている。 

 

 

表 8-1 患者と MR 装置の安全確保に関する回答状況 

（施設単位） 

 度数 割合(%) 

①、②を区別して回答 216 47.2 

  内訳 ①への回答 215 - 

②への回答 207 - 

①、②を区別せず回答  84 18.3 

無回答 158   34.5   

合計 458   100.0   
 

患者の安全確保（①）と MR 装置の安

全確保（②）に関する自由記述回答

の状況。割合（%）は回収された調査

票の総数に対する比率を示す（施設

単位）。内訳は 216 件の記入のうち、

①と②がそれぞれ何件であったかを

示す。 

 

 

 表 8-2 患者救出・避難過程のパターン分類 

A. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出して患者を降ろし、前室に避難 

B. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出して患者を降ろし、撮影室内で待機 

C. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出し、その上の患者を支えながら待機 

D. 直ちに撮影室に入出し寝台はそのままで待機 

E. 直ちに撮影室に入出し寝台を引き出した上で取り外し患者を載せたまま前室に避難 

F. 直ちに撮影室に入室しようとしたが揺れが強く MR 装置の近くまで行けなかった 

G. 揺れが収まらないので中途より撮影室に入室し上記（A〜E いずれか）の対処を試みた 

H. 操作室で待機し、揺れが収まってから撮影室に入室して寝台を引き出して患者を避難させた 

I. 操作室で待機し、揺れが収まってから患者に自分でガントリー内から出てきてもらった 

J. 操作室で待機し、揺れが収まったら患者が自分でガントリー内から出てきた 

K. 患者は撮影室にいなかった（該当せず） 
 

問 8 の自由記述回答のうち患者の安全確保（①）の部分を、行動開始のタイミング、MR 装置までのアプ

ローチの状況、寝台の操作、患者の誘導、地震が収まるまでの待機場所の 5 段階に分けて行動パターン

を分類した。 
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復旧費用 

 問9では被災したMR装置の復旧費用につい

て尋ねた。全回答者の50.0%が「保守契約内で

無償」としているが、100万円以上の費用負担 

が30件（6.6%）、発災から1年3ヶ月経過した調

査時点で不明とする回答が18件（3.9%）あっ

た（表9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

磁場停止措置 

問10ではクエンチボタンの扱いについて尋

ねた。震災直後にクエンチボタン（消磁ボ

タン）を押したとする回答は1件のみで（表

10）、理由は地震によるパニックであった。

判断の理由については、31件のコメントが

あり、18件がクエンチボタンを押さなかっ

た理由について述べており、緊急的状況で

検討の余裕すらなかった（6件）、明確な判

断基準が無かった（5件）、停電の発生（3件）、

不必要と判断（3件）などが挙げられた。ま

た、費用の問題、排気口の損傷による事故

のリスクを指摘する回答もあった。 

 

クエンチの発生 

問11ではクエンチの発生状況について尋ね

た。今回の震災時やそれ以降にクエンチが

起きたとする回答は19施設であった（表

11-1）。内訳は即時クエンチが5施設、遅延

クエンチが10施設、原因不明のクエンチが4

施設であり（表11-1）、19施設のうち5施設

が複数回のクエンチを経験している（表

11-2）。クエンチが起きた装置に磁性体の吸

着があったとする回答は2施設で（表11-3）、

具体的な吸着物としては津波浸水例におけ

 表 9 MR 装置の復旧に要した費用（施設単位） 

 度数 割合(%) 

保守契約内で無償 229   50.0 

100 万円未満 15    3.3 

100 万円以上 500 万円未満 13    2.8 

500 万円以上 1000 万円未満 4    0.9 

1000 万円以上 13    2.8 

現時点で不明 18    3.9 

無回答 166    36.2 

合計 458   100.0 
 

MR 装置の復旧に要した費用。それぞれの費用規模の割合（%）

は回収された調査票の総数に対する比率を示す（施設単位）。

半数の施設が保守契約の範囲で復旧している一方、無回答が

36.2%を占めた。 
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るロッカー等の什器類が報告されている。

今回の震災以前にクエンチを経験している

のは37施設（超伝導型のMR装置を設置して

いる施設の11.1%）であり、原因別では不明

とする回答が半数を占めた（表11-6）。「天

変地異に関連して発生」とした回答は無く、

原因はそれ以外の項目に分散した。クエン

チに関して特記すべき事項の記入は26件で、

今回の震災により発生したクエンチの原因

や発生状況に関するコメント（7件）、震災

前に発生したクエンチの原因や状況に関す

るコメント（6件）、クエンチに関する問題

意識（7件）等の指摘が中心であった。課題

としては、液体ヘリウムの減少とクエンチ

リスクとの関係、クエンチボタンを押すべ

き状況の判断などが指摘された。 

 

 

表 10 震災直後にクエンチボタン（消磁ボ

タン）を押したか（施設単位、超伝導装置

のみ） 

 度数 割合(%) 

押した 1   0.3  

押さなかった 316   95.2  

無回答 15   4.5  

合計 332   100.0  
 

発災直後に強制クエンチを行った施設数の超伝

導型 MR 装置を保有する施設数に対する比率を示

す（施設単位）。津波被害後の処理として強制ク

エンチを含まれた事例（1件）は「押さなかった」

に分類した。 

 

 

表 11-1 今回の震災時やそれ以降におけるクエンチ発生の有無（施設単位、超伝導装置のみ） 

 度数 割合(%) 

即時クエンチ 5   1.5  

遅延クエンチ 10   3.0  

原因不明のクエンチ 4   1.2  

強制クエンチ 2   0.6  

無 293  88.3  

無回答 18   5.4  

合計 332  100.0  
 

今回の震災発生時やそれ以降におけるクエンチ発生事例の超伝導型MR装置を保有する施設数に対

する比率を示す。クエンチの分類は資料を参照のこと。今回のような大震災におけるクエンチ発

生の原因や対策を念頭におき、かつMR装置のユーザーが回答しやすい判断基準を提示するために、

発災からの時間経過により分類した。この分類は本調査のための暫定的なものであり、物理工学

的に厳密な分類ではない。割合（%）は超伝導型MR装置を保有する施設数に対する比率を示す。複

数回クエンチを起こしている施設もあるが、回答は施設単位になっている。 
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 表 11-6 今回の震災以前に発生したクエンチの原因（施設単位、超伝導装置のみ） 

 度数 割合(%) 

設置時に発生 4   10.0   

通常の運転時に発生 7   17.5   

施設のトラブルに関連して発生 7   17.5   

メンテ作業時に発生 4   10.0   

天変地異に関連して発生 0   0.0   

原因不明 18   45.0   

無回答 0   0.0   

合計 40   100.0   
 

今回の震災以前にクエンチを経験している施設におけるクエンチの発生原因。

各度数の割合（%）は、延べの報告数に対する比率。 
 
 

表 11-2 今回の震災で発生したクエンチの 

のべ回数（該当事例のみ） 

 度数 割合(%) 

1 回 14   73.7   

2 回 4   21.0   

3 回 0   0.0   

4 回 0   0.0   

5 回 1   5.3   

  6 回以上 0   0.0   

無回答 0   0.0   

合計 19   100.0   
 

今回の震災発生時やそれ以降にクエンチが発生し

た事例で、クエンチが発生した回数の分布。割合

（%）は該当事例数に対する比率を示す。 

表 11-3 クエンチが起きた装置に磁性体の 

吸着があったか（該当事例のみ） 

 度数 割合(%) 

有 2   10.5  

無 17   89.5  

無回答 0   0  

合計 19   100.0  
 

今回の震災発生時やそれ以降にクエンチが発生し

た事例で、マグネットに見られた磁性体の有無。

割合（%）は該当事例数に対する比率を示す。 
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災害時のMR 検査の安全確保に関する指針 

 問12では2011年3月15日に日本磁気共鳴医

学会が出した「災害時のＭＲ検査の安全に関

する緊急提言」5) の震災地への普及程度を評

価した。同提言を読んだとする回答が43.2%

であり、震災の急性期でありインフラ障害（電

気、水道、通信）の影響が大きい発災後１週

間以内に読んだ回答者は16.6%であった（表

12-1）。一方で、震災後1年3ヶ月を経過した時

点で緊急提言を知らなかったとする回答者も

50.4%に達した。緊急提言を読んだとする回答

者で、緊急提言が何等かの役に立ったとする

回答は78.8%であり（表12-2）、具体的に役に

立った項目の記入は89件で（問12-③）、指摘

事項は「点検項目が具体的に記載されていた」

（34件）、「今後の震災対応や安全管理の参考

になる」（18件）、「災害対策マニュアルの作成

資料として活用」（11件）、「今回の震災時に行

った判断の妥当性を確認できた」（10件）、「緊

急対応マニュアルとして利用した」（9件）、「ク

エンチに関する情報が役だった」（7件）に分

類された。他には「機関内で震災対策のため

の説明資料として利用できた」「他に情報が無

い中でこのような情報があることが心強かっ

た」（3件）、「目立った被害が無い場合はユー

ザーの自主点検により再稼働させざるをえな

い」などの意見もあった。「緊急提言」を知っ

た機会は日本磁気共鳴医学会のホームページ

が最も多かったが（「読んだ」とする回答の

38.9%）、それ以外にもさまざまな情報源から

緊急提言について情報を得ている（表12-3）。

今後このような指針に追加すべき事項の記入

は12 件で、このような緊急情報の周知の手段

は複数必要である、MR 検査従事者以外でも理

解できる資料の必要性、施設毎に追加情報を

整備して実情に合ったマニュアルに直す必要

性等の意見がよせられた。 

 

 表 12-1 「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだか（施設単位） 

 度数 割合(%) 

公表後 1週間以内に読んだ 76   16.6   

1 週間後以降に読んだ  55   12.0   

１ヶ月後以降に読んだ 67   14.6   

その緊急提言は知らなかった 231   50.4   

無回答 29   6.3   

合計 458   100.0   
 

回答者が「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだか、読んだ場合はその

時期について。公表（2011 年 3 月 15 日）は日本磁気共鳴医学会のホームページで行わ

れ、翌 16 日に厚生労働省から各都道府県に通知された。割合（%）は全回答数に対する

提言を読んだとする回答の伝達時期別の比率（施設単位）。 
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表 12-2 「緊急提言」は役に立ったか 

（読んだ回答者のみ） 

 度数 割合(%) 

大変役に立った 56  28.3  

一部分が役に立った 100 50.5  

役に立たなかった 32 16.2  

無回答 10 5.1  

合計 198 100.0  
 

「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」

を読んだとする回答者の提言の有用性に関す

る印象。割合（%）は提言を読んだとする 198 件

の回答に対するそれぞれの回答区分の比率（施

設単位）。 
 

 

 

 表 12-3 「緊急提言」を知ったのはどのような機会か（読んだ回答者のみ） 

 度数 割合(%) 

日本磁気共鳴医学会のホームページ 77   38.9   

その他のインターネット情報 29   14.6   

職場での伝達 31   15.7   

行政機関からの通知 21   10.6   

MR メーカーからの案内  27   13.6   

学会や技師会等からの連絡 23   11.6   

知人を通して 11   5.6   

その他 9   4.5   
 

「災害時のＭＲ検査の安全に関する緊急提言」を読んだとする回答者が緊急提言を

どのようなソースから入手したか。度数は重複回答を含む全回答を示し、割合（%）

の母数は回答施設数（198 件）。 
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今後の震災への備え 

 問13： 今後このような指針に追加すべき事

項の記入は106件で、災害対応マニュアルの整

備（33件）、災害対応方針の確認と見直し（17

件）、定期的な防災訓練・避難訓練の実施（15

件）、MR 検査室の再整備（12件）（コイルの落

下防止、マグネットの固定、建具の改修等）、

非常電源の確保（8件）（MR装置の冷却系等の

非常電源への接続、自家発電機の導入など）、

懐中電灯やハンマー等の非常用備品の整備（3

件）の回答がよせられた。事情によりまだ今

後の震災対策への取組みを開始できていない

とする回答が9件あった。建物の免震化、津波

対策としての防水工事や施設の移転、MR室で

の地震速報の受信等情報収集体制の強化、職

員の安否確認システムの導入などの取組みも

報告された。今後のMR装置の機種選定には、

震災時の対応も考慮に入れたいとの意見も見

られた。 

 

Ｄ．考察 

 震災にかかわるMR装置の安全対策は大きく

分けて、１）震災を想定した防災対策、２）

発災時の危機管理、３）MR装置の復帰におけ

る安全管理、の３点から捉えられる。さらに、

発災時の危機管理は、患者や検査担当者の安

全確保、MR装置の被害の最小化、二次災害の

回避の３要素が含まれる。本調査以前に地域

レベルでの調査6) や個別の事象7) が速報さ

れているが、今後の防災対策を考える上では

震度や津波の状況、MR装置が設置されている

建物の構造などの要因との関係を明らかにし

た上で定量的に評価しなければならない。ま

た、MR装置に生じた具体的な事象だけでなく、

発災時やその後にMR検査担当者が実際にどの

ような事態に遭遇し判断を迫られたかを明ら

かにしなければ、解決すべき問題が何である

かが分からず、つまり、防災対策の具体的目

標が策定できない。本調査ではこれらの着目

点を考慮した設問構成を考えた。 

 MRの安全のガイドラインはMRの物理量に関

する規制値の形でIEC（国際電気標準会議、

International Electrotechnical Commission）

規格：IEC60601-2-33/JIS-Z4951（第3版）8）

に集約されている。震災時におけるMR装置の

危機管理や安全対策を考える上で、MR装置の

安全規格の根拠となっている物理工学的な知

識は不可欠である。しかし、IEC規格は大震災

がほとんど見られない欧米で作成されたもの

であり、結果として平時におけるMR装置の安

全規格になっており、天災に対する対策につ

いては記述が無い。今回の調査においても震

災時においては平時においては起こりえない

事象が確認された。さらには震災時において

はMR装置を保有する施設が自ら危機管理に乗

り出さざるをえない実情が明らかになった。

今回のような広域の大震災では、通常通りに

近いメーカーの即時的な対応が可能であった

のは被害が軽微な地域やサービス拠点から近

くて交通が遮断されていない地域、あるいは

サービスマンがたまたま来院していたなど、

限られた条件下にあった施設に限られた。震

災後にメーカーのコールセンターに通じず

「支障が大きかった」とする回答は14.8%であ

ったが、コールセンターへの不通は実際には

もっと高率であったと推測される。 
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コールセンターに連絡が通じても被災現場で

何が起きているか実情が十分に分からない状

態で適切な指示が出ているのかどうか疑問視

する意見も見受けられた。MR装置の遠隔モニ

タシステムも通信障害のために機能しなかっ

た実例も報告されている。このように、被災

現場の判断だけで対処しなければならない期

間が最大２週間程度は続いていた事が判明し

た。43.9%の施設で「MR装置メーカーによる点

検作業を待てないので、病院（施設）スタッ

フによる点検で再稼働させた」との認識を示

しており、53.0%割の施設が3日以内に装置の

再稼働を行っているのに対し、メーカーによ

る復旧作が発災後３日以内に開始されたのは

29.2%の施設に留まっている。今回の調査結果

は震災時におけるMR装置の再稼働の要請に対

処する指針が不可欠であることを如実に示し

ている。特に、震災時の危機管理に関しては

装置メーカーや機種に依存しない汎用性のあ

る（Genericな）ガイドラインであることが重

要で、その内容を個々の施設の実情に合わせ

て運用できるものが望ましい。阪神・淡路大

震災の被災調査報告でも、「医療機関のMR 担

当者からの要望として，メーカー毎ではなく

共通の機器の安全基準，機器設置の安全基準，

災害対応マニュアルの作成が強く望まれてい

る」と報告されているが、15年経ってもこの

課題は未解決のままであった9, 10)。 

被害事象の発生傾向 

 今回の調査対象となった７都県では94.7%

の施設が震度5弱以上の地震にみまわれてお

り、日常的に経験する震度1〜4程度の震度で

あった地域から十分な比較対象サンプル数が

得られていない。特に震度3以下の施設は皆無

であった。従って、震度5弱以上の地震と津波

による被害をそれ以下の震度であった地域と

厳密に比較して論じることはできない。施設

の所在地域の震度は、気象庁が観測地点ごと

に計測した値で最も近い地点の数値であり、

施設が建築されている地盤や建物の構造によ

りMR装置が実際に受けた衝撃そのものを正確

に反映していない可能性がある点には留意す

べきである。地震によるMR装置への影響は、

震度だけでなく、その地点に到達した地震波

形の物理的な特徴、地質や地形、建築物の状

況（構造、施工方法、建築時期）、MR装置の設

置状況、津波や火災の影響など多くの因子が

関すると考えられるが、施設ごとにこれらの

条件が異なるため、実際の影響は極めて複雑

と考えられる。特に免震構造の施設ではMR装

置が実際にさらされた震度は最寄りの地震計

の示した数字とは異なるため、免震構造の施

設ではその建物に設置された地震計で測定し

た値でなければ正確な評価ができない。建築

や地震の専門家では無い回答者を対象とした

大規模調査でこのような詳細情報について多

数の回答を得ることは困難と予測されるため、

本調査の対象者が回答可能な範囲である建物

の基礎情報とMR装置の設置状況、破壊力の主

因などを質問項目とした。 

 筧・中山らの報告では、医療機関の機器被

害としては画像診断部の被害が目立ち、震度

６弱で30％の施設に被害が発生し大破の例が

見られ始め、震度5と6の間に被害程度の境界

があるとの所見を得ている1) 。今回の調査結
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果では、震度5弱と5強の間に被害程度の差が

見られたが、調査対象がMR装置のみであるこ

と、MR装置が建物一体型の装置であり装置本

体以外の設備部分の被害も含まれること、被

害事象の尋ね方がMR装置に固有のより詳細な

内容を問うている、などの違いを考慮すれば、

ほぼ一致した結果であったと考えられる。 

 個別の被害事象としては、マグネットの移

動（12.4％）、チラーや空調機の故障（9.6％）

急激なヘリウムの減少（8.4%）の頻度が高か

った。また、クエンチダクトの損傷（4.5%）

や撮影室の電波・磁気シールドの破損、機能

低下（6.1%）のような特に深刻な被害事象の

発生も少なからず見られた。マグネットの移

動は、MR装置の寝台が動作不良になるだけで

なく、磁気シールドを施されている撮影室で

は静磁場のバランス不良を引き起こす可能性

がある。架台の破損や架台からの脱落を生じ

て水平からマグネットが傾いた場合は、問題

が深刻であり修復が不可欠になる。これらの

被害事象と比べて、コイル等の落下による破

損の発生率（3.7%）の方が少なかった。この

傾向から震災によるMR装置の被害事象はシス

テム全体へのダメージという特徴を持ってい

ると言えよう。なお、ユーザーによる目視で

は気付かないシステムの内部的な損傷や、ア

ンカーの緩み、その他軽微な損傷、ユーザー

が気付く前にメーカーの補修により形跡が無

くなった軽微な破損などがあったことは当然

予測される。本調査で報告された被害事象の

発生率は、最小値の目安と理解すべきであろ

う。 

建物構造との関係 

 建築構造との関係では、東日本大震災では

免震構造の建物ではMR装置の重大な被害が発

生していないことが確認された。MR装置の被

害が半損（軽度）以上であった29施設には免

震構造の建物（MR装置単位で全回答の9％）に

設置されていた事例はひとつも無く、1 例（制

震構造にて軽度半損）を除いて、全てが免震

や制震以外（耐震構造、その他、無回答）の

構造であった。医療施設に免震構造が有効で

あることはこれまでにも指摘されている。

筧・中山らは、耐震建築は画像診断機器の大

破の発生率とは関係しなかったが、免震構造

は大破のリスクを下げる傾向があったと報告

している1) 。佐藤らは大規模振動実験設備を

使った医療施設の被害発生を模擬する実験を

行ない、阪神・淡路大震災をモデルとした短

周期波（最大加速度の80％）を加えたところ、

耐震構造ではX 線CT（1.7トン）が数センチ移

動しモニタの落下が見られたが、免震構造で

はいずれも見られなかった11) 。長周期波（三

の丸波、想定新東海地震波）では重量物であ

るX線CTの移動は見られなかったが、短周期地

震ではいずれの構造でも60〜70センチ程度で

あったキャスター機器（自由に移動）が、免

震構造では最大3メートル程度移動し多数の

衝突が見られた。筧・中山らの報告によれば、

東日本大震災による施設への被災調査に回答

した医療機関のうち、施設全体が免震構造で

あったのは7％、一部免震を含めても15％であ

った。さらには、免震構造を採用していても

２次部材の被害がある例も確認された1) 。こ

れらの結果から、免震構造はMR装置の致命的
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な被害を防止する上での効果が期待できると

言え、我々の調査結果とも一致する。ただし、

長周期波の影響が強い場合は患者救出のため

に開けた撮影室のドアからキャスター付きの

診療器具が飛び込みマグネットに吸着される、

撮影室内で一定距離を置いて使用することに

なっている周辺器機がマグネットに衝突する、

などの事故が起こりうることに注意すべきで

あろう。 

クエンチ 

クエンチとは貯留された電磁気的エネルギー

が熱に変換される現象である13）。目に見える

現象としては発熱による冷媒（液体ヘリウム）

の沸騰、気化に象徴されるが、大規模なヘリ

ウムの気化を伴わないで磁場が消失する場合

もある。高温超伝導素材を使用し低温の気体

ヘリウムを冷却に使用しているマグネットで

は液体ヘリウムの急激な沸騰現象が観察され

ないため目視ではすぐにクエンチと分からな

い。MR装置の設置においてはクエンチが生じ

ても気化した液体ヘリウムによるトラブルが

起きないように、専用の排気経路だけでなく

撮影室の強制排気システムを設けるなどの対

策が行われているが、震災時は排気経路や強

制排気システムのトラブルが発生する可能性

がある。本調査では19件のクエンチ事例が報

告されており、そのうち、即時クエンチは5

件であった。そのうちの1件は津波による浸水

事例（後述）、残りの4例は第一波の地震の発

生をきっかけとして生じたものであった。強

制クエンチは2件あり、そのうち1件は浸水被

害後の措置である。それ以外は10例が冷媒不

足等による遅延クエンチ（地震発生から24時

間後かつ一ヶ月以内の全てのクエンチか、一

ヶ月以降でかつ震災との関連性が明確なも

の）、4件が原因不明のクエンチ（地震発生か

ら一ヶ月以降で震災との直接の関連が不明確

なもの）であった。東日本大震災において地

震そのものをきっかけとして発生した即時ク

エンチ（5例）の発生率は1.1％（超伝導型472 

台に占める割合）である。回答が寄せられた

施設における過去のクエンチ経験は11.1％で

あり、クエンチ自体が決して稀な事象では無

いが、MR装置の運転日数を考慮すれば1日に5 

件の発生は高い確率と言える（MR装置の平均

運転日数を3年と仮定して試算するとχ2test 

でp<0.001）。低温物理学的には温度・磁場・

電流密度のバランスが保たれている限り超伝

導は安定であり12)、地震による震動そのもの

がこれらの臨界値を越える直接の原因となる

とは考えにくいが、今回の調査結果からはク

エンチは震災において非常に高頻度で発生す

るわけでは無いが一定の注意を払うべき事象

であることが確認された。もともとクエンチ

の潜在的リスクが高まっていた装置に発生し

やすいのか、地震波の特徴や建物構造や設置

方法による影響があるのか、それ以外の要素

が関与するのかなど、今後解明すべき事項が

残されている。 

 震災時においてはクエンチが正常な過程を

取らない可能性がある点に注意しなければな

らない。ひとつは排気経路の異常で、マグネ

ットの移動に伴ってクエンチダクトの破損が

少なからず発生することが今回の調査でも明

らかになった。さらには、強制換気装置も非
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常電源に接続されていない場合は停電により

動作しなくなるので、そのような状態でクエ

ンチが生じると気化したヘリウムが撮影室内

に充満する危険性が高まる。排気経路に破損

が生じた場合は建物内の思わぬところにヘリ

ウムが漏出する可能性もあるので、マグネッ

トが移動するような大きな揺れの後は排気経

路全体に異常がないか確認すべきであろう。

もうひとつのリスクはクエンチによる発熱に

対する冷却が不十分になった場合に発生する

超電導磁石の焼損で、超伝導線材に用いられ

ているニオブチタン（NbTi）の転移温度であ

る10Ｋ以上になるとクエンチによる焼損から

の保護は困難とされている。今後は強制クエ

ンチを行う場合の焼損リスクが実際にはどの

ようなものであるかを明らかにする必要があ

ろう。 

浸水被害 

 東日本大震災では三陸海岸を中心として著

しい津波の被害が発生し、気象庁の発表では

この地域ではおおむね7ｍ以上の津波高が観

測され、大船渡市では10.7ｍ（浸水高）を、

陸前高田市では15.4m（浸水高）を記録してい

る14, 15) 。津波による破壊力の影響の目安とし

て、木造の場合は浸水2ｍで建物の流出が増加

し4m で半数が流出するとされ16) 、鉄骨構造

（Steel Construction, SC）では枠組みか上

層階の一部が残存するのみである17) 。鉄筋コ

ンクリート（reinforced concrete、RC）構造

の建物の場合、建物そのものは残存しうるが

特に建物一階部分の内容流出は避けられない。

東日本大震災でMR装置の浸水被害は12施設

（超伝導型5台、永久磁石型7台）であった。

浸水被害については今回の調査結果に加え、

浸水範囲概況図18) や衛星写真（Google Earth）

などから総合的に被害状況を判定した。建物

が完全流出した事例は2施設（いずれも海岸か

ら1km 以内の距離にある診療所で永久磁石型

のMR装置を設置）であるが、1施設については

現場付近でマグネットが発見されていない。

その他の11施設の浸水の程度はさまざまであ

るが、MR装置は浸水したうえで残存しており、

浸水が極めて軽微であった1施設を除いてい

ずれも廃棄処分になっている。これ以外に、

MR装置の直接浸水はまぬがれたものの、建物

の一部が浸水したり、施設の敷地内まで水が

入り込んで来たなど、浸水の一歩手前であっ

た施設が7施設あった。いずれも、その後MR

装置を再稼働して使用している。浸水した5

台の超伝導型のMR装置のうち即時クエンチを

起こしたのは1施設であり、他の4施設は冷媒

不足による遅延クエンチか強制クエンチのい

ずれかで磁場を停止しており、浸水そのもの

がクエンチの直接原因にはなっていない。即

時クエンチの事例では浸水は2m程度で、撮影

室のドアが外れてキャビネットや椅子などの

大型の磁性体が流れ込みマグネット周囲に散

乱している様子が確認された。これらの磁性

体がマグネットに一旦吸着された可能性が考

えられる。クエンチの誘因として大型磁性体

の吸着による静磁場の撹乱があげられるが、

水没下で起こった事象の確認は困難と言わざ

るを得ず、実際に吸着されていたとしてもそ

れだけでクエンチの原因になったかどうかは

不明と言わざるをえない。サンプル数は限ら
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れているが、本調査の結果としては、１）浸

水がクエンチの直接原因になるという明確な

証拠は得られなかった、２）しかし冷却シス

テムの破壊による遅延クエンチはほとんど不

可避である、と言える。 

傷害の発生と発災直後の緊急行動 

 発災直後の緊急行動で最も重要な事項は患

者の安全確保であることは言うまでもない。

本調査で得られた回答を１）行動開始のタイ

ミング、２）MR装置までのアプローチの状況、

３）寝台の操作、４）患者の誘導、５）地震

が収まるまでの待機場所の5段階に分けて分

類した。全ての回答でこの5段階がどのようで

あったかが記述されていないために定量的な

分類は出来ないが、大きく分けると本震が収

束してから誘導を開始する考え方と、本震中

であっても可能なところまで救出活動を進め

ようとする考え方に分けられる。どのような

救出行動が適切であるかは、現場の状況や救

助活動を行う職員の体力、防災訓練等により

培われた行動スキルにもよるので本調査の結

果からはそれぞれの手順の妥当性を直接比較

できないが、判断のポイントは１）寝台が正

常に引き出せるか、２）引き出した寝台から

患者が転落する危険性が無いか、の２点であ

ろう。特に寝台からの転落するリスクは患者

の運動能力や全身状態、寝台への拘束ベルト

使用の有無や寝台の構造などとも関係するの

で、これらの条件を勘案した総合的な判断が

必要である。体重の軽い小児の場合は抱きか

かえて移動させることができるが、救出に向

かう者にとって患者の体重が支えきれないと

予測される場合は慎重に行動する必要があろ

う。今後はこのような状況判断の考え方を整

理してゆく必要がある。なお、今回の調査で

マグネットの移動は多数見られたが、マグネ

ット本体の支持構造が破壊され内部に患者が

いたとすれば危険な状態となったであろうと

推定される事例は報告されていない。しかし、

現状としては重量物の落下や地震波などによ

る衝撃等、外力による破壊を想定したマグネ

ットの構造的な強度に関する共通の規格は無

いため、地震が発生した時に患者がマグネッ

ト内に留まるリスクを評価できる客観的な証

拠となる情報が明らかにされているとは言え

ず、この点についても今後の検討が必要であ

る。今回の震災においてMR装置に関連した受

傷発生例で内容が判明しているものは軽傷者

2名のみであった。今回確認された被害事象全

体をさらに分析して、震災時にMR装置周辺で

起こりうる傷害の可能性を予測し対策を立て

る必要がある。MR装置の安全確保については、

電源の遮断とMR室への立入禁止措置、MR装置

の緊急点検の３項目が主たる実施項目であり、

極めて妥当な判断が下されている。地震速報

や津波警報をMR検査室でも受信し、一定震度

以上の場合はMR装置の自動停止を行うなどの

対策も有効と考えられる。MR装置は電源を遮

断しても静磁場は発生し続けることを知らな

い医療施設の職員も少なからずいるので19) 、

外部から支援者や捜索者が立ち入る場合も想

定して、立入禁止措置を行うための表示や機

材等を普段から準備しておくと有用であろう。

想定外の事態への対応も含めて適切な対処能

力を高めるためにも普段からMRの安全全般に
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関する基礎知識20) を十分に習得することが

不可欠である。 

復旧の状況 

 当初から予想された通り、東日本大震災の

ような広範囲に渡る大震災では普段のような

MR装置のメーカーによるサポートを受けられ

る保証は無く、病院のスタッフで待った無し

の復旧作業が必要とされていた様子が明らか

になった。通信障害によるメーカーのコール

センターへの不通について「支障が大きかっ

た」とする指摘は14.8%であったが、この数字

にも現場主導で復帰作業が進めざるを得なか

った状況が反映されている。なお、自由記述

の内容を見ると通信障害は問4-④で尋ねた

「復旧の障害」というよりも、問4-②で尋ね

た「判断で困ったこと」として捉えられてい

るが、停電は「復旧の障害」として認識され

ている。 

 今回の大震災をきっかけとして発生した新

たなインフラ問題は「計画停電」である21) 。

経済産業省や医療機器センターの調査によれ

ば、多くの医療施設が自家発電装置を持って

いるにもかかわらず、災害拠点病院や救急救

命センターを除けば多くの医療機関が施設全

体を補える容量の自家発電装置をもっておら

ず、MRIを含む画像診断機器は診療上の必要性

が高いにも関わらず稼働できなかったと報告

されている3, 22)。今回の調査でも自由記述に

その状況を裏付ける回答が見られた。今後は、

超伝導型MR装置の冷却システムや永久磁石型

装置の磁石保温システムなどの運転を維持す

る最低限の電力だけでも非常用電源から供給

できるよう、MR装置の設置段階で対策を考え

て行くべきであろう。 

過去の震災等によるMR装置の被害との比較 

 MR装置が本格的に普及し始めてから最初の

大規模震災は平成7年に発生した阪神淡路大

震災であった。亀井・野口らが行った調査（一

部ＮＭＲ保有施設を含む116施設を対象とし

43 施設から回答、回答率37%）では、マグネ

ットの移動や冷凍機の停止などの被害が報告

されたが、クエンチ、吸引事故や全損の報告

は無く、火災による損害も無かったものと推

定された9, 23) 。また、発災当日中に77%のMR

装置が運転を再開している。阪神淡路大震災

では家具等の転倒による圧死事例が死亡者の

87.8%を占めたため24) 、その後の地震対策で

は全般的に器物の転倒防止が中心課題となり、

放射線機器についてもその観点からの対策が

考えられた25) 。 

 その後、目立った被害を及ぼした地震は数

回発生しているが、MR装置の被災に関する資

料は限られている。滝口らは平成13年の芸予

地震において即時クエンチが発生した事例を

報告しており26) 、引地は予測される宮城沖地

震を念頭において患者の救出訓練の重要性を

指摘している27) 。平成16年の新潟県中越地震

に関しては事例報告としてマグネットの移動

や架台の損傷の報告があり28) 、豪雨による水

没被害の例としては平成21年の台風9号によ

る全損事例が報告されている29) 。今回の被災

調査では阪神・淡路大震災の10倍以上のサン

プルが集まったが、これまで断片的に報告さ

れてきた事象の全てが確認されている。しか
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し、今回の調査結果も含めて、火災によるMR

装置への影響についてはまだ詳細な情報は無

いので、今後の検討が必要であろう。 

 MR装置が導入されるようになった当初は十

分な面積を有する専用の建物が設けられるこ

とが多かった。その後MR装置が普及するにつ

れ、装置の小型化やマグネットの自己磁気シ

ールドの性能、あるいは撮影室のシールド技

術の向上に伴ってより狭い面積での設置が可

能になった。同時に使用される静磁場強度も

上昇した。狭いスペースへの設置は経済的で

ある反面、単位スペース当たりの蓄積エネル

ギー量の増加、マグネット周辺での緊急作業

スペースや退避スペースの相対的減少、室内

にヘリウムが漏れた場合の濃度上昇速度の上

昇も意味する。本調査でも事例が報告された

ように、震災時にはクエンチ時のヘリウムガ

ス排気設備も損傷を受けるため、防災対策を

十分考慮したMR装置の設置計画を考えるべき

であろう。 

 

Ｅ．結論 

 これまでの地震対策は建物の耐震化と画像

診断装置を設置する時の固定方法が議論の中

心であったが、今回の東日本大震災では従来

の想定を越えた被害が発生した。特に震災後

のインフラ障害がMR装置の稼働復帰の妨げに

なるだけでなく新たなリスク要因となりうる

こと、外部からの支援が無い状態で施設のス

タッフによる安全点検、復帰作業の試みが不

可避となった点が注目される。しかし、診療

再開の前に、マグネットが発生する静磁場の

状態だけでなく電気系統や機械部分（冷却シ

ステムの動作、漏電の有無、寝台の動作）、撮

影室のガス配管なども含めて総合的な点検が

必要である。今回のように震度５以上の激震

が広範囲で発生する大震災では安全確保の考

え方を変えねばならない。特に、地震の第一

波が到来した時にどのように患者を避難誘導

すべきかは今後の重要な検討課題である。 
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